
＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。

目標１

（課題１）

基準年度
平成29年

度
平成30年

度
令和元年

度
令和２年

度
令和３年

度

64% 63% 62% - -

64% 63%

平成29年
度

平成30年
度

(1)
原爆被爆者健康診断費交付金
（昭和32年度）

28.6億円
(19億円)

27.8億円 26.9億円 1 203

(2)
老人保健事業推進費等補助金（原爆
分）
（昭和57年度）

5.6億円
（5.6億円）

5.6億円 5.6億円 - 193

(3)
原子爆弾被爆者医療費
（昭和32年度）

312億円
(288.4億

円)
289.5億円 279.8億円 - 194

(4)
原爆被爆者介護手当等負担金
（昭和43年度）

11億円
(9.5億円)

10.7億円 12億円 - 202

(5)
原爆被爆者手当交付金
（昭和43年度）

841.9億円
(720.4億

円)
827.5億円 798億円 - 204

(6)
原爆被爆者葬祭料交付金
（昭和44年度）

20.2億円
(20.1億円)

20.8億円 22.2億円 - 205

(7)
原爆被爆者保健福祉施設運営費等補
助金
（昭和43年度）

53.6億円
(52.5億円)

55.3億円 56.5億円 - 201

本施策は、被爆者（被爆者健康手帳の交付を受けた者）に対する保健・医療・福祉にわたる総合的な援護施策を講じる観点から、「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）」に基づき、被爆者に対して医療の給付、
諸手当の支給、原爆養護ホームの運営、調査研究事業など総合的な施策を実施するとともに、被爆の実相を世代や国境を越えて伝えるため、被爆建物・樹木の保存や、被爆体験の伝承者を国内外へ派遣する事業を推進する。

被爆者健康手帳受診者証所持者及び健康診断受診者証所持者(第1種)に対し年間、定期２回、希望２回(うち１回をがん検診とすることができる)の健康診断を行う。
この健康診断の結果により、さらに精密な検査を必要とする者については、精密検査を実施する。
健康診断受診者証所持者(第2種)に対しては、年１回の健康診断を行う。
平成27年度の被爆者健康診断受診率は68.8％となっており、今後も被爆者健康診断を実施することによって、疾病の早期発見・早期治療が可能となり、被爆者の健康の
保持・増進を図れると見込んでいる。

達成手段１
補正後予算額（執行額） 令和元年

度当初
予算額

関連する
指標番号

①
被爆者健康診断受診率
（アウトプット）

前年度実績
×過去3年
の平均増減

率

前年度

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名（政策体系上の位置付け）
原子爆弾被爆者等を援護すること（施策目標Ⅰ-5-4）
  基本目標Ⅰ  安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
      施策大目標５  感染症など健康を脅かす疾病を予防・防止するとともに、感染者等に必要な医療等を確保すること

担当
部局名

健康局総務課指導調査室 作成責任者名 指導調査室長　加賀山　成久

年度ごとの目標値

施策の概要

施策実現のための背景・課題

基準値
年度ごとの実績値

選定理由：被爆者に対する健康診断の実施(原則年２回)は、各被爆者の健康状況を予め把握することにより、疾病の早期発見・早期治療が可
能となり、被爆者の健康の保持・増進を図る上で効率的な手段であるため。なお、少なくとも年1回の受診により各被爆者の健康状況を把握する
ことで、健康の保持・増進に資することから、受診率は１回以上の受診者を被爆者健康手帳所持者数で除したもととしている。
設定根拠：被爆者が高齢化し、長期入院等のため受診者数は減少傾向にある中で、受診率の直近の減少トレンドを考慮して、減少トレンドより
上回る受診率を達成するよう目標を設定した。
（参考）平成27年度実績：66.8%（116,266人）、平成28年度実績：65.7%（108,168人）、平成29年度実績：64.0%（99,112人）、平成30年度実績：62.5%
（91,224人）

令和元年行政事業レビュー事業番号

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第４３条第３項の規定に基づく原爆被爆者保健福祉施設運営費、老人福祉施設入所等被爆者助成費、訪問介護利用被爆
者助成事業及び原爆被爆者相談事業に対する補助を行う。また、広島市、長崎市が開催する原爆死没者慰霊式典及び都道府県（広島市、長崎市を含む）が補助する慰
霊式典への助成等を行う。
これにより、被爆者の福祉の向上を図る。

目標年度

毎年度

1
原爆被爆者対策については、被爆者が受けた放射能による健康被害という他の戦争被害とは異なる「特殊の被害」であることに鑑み、援護施策として、健康診断や医療費の支給等を行う。
被爆後70年以上が経過し被爆者の高齢化が進む中、介護等の必要性も高まっており、引き続き、被爆者に寄り添い、施策を実施していく必要がある。（平成31年3月末現在：被爆者数145,844人。平均年齢82.65歳）

被爆者に対する保健、医療及び福祉にわたる総合的な援護対策として、健康診断の実施や医療費、手当
の支給等を講じる。

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

各課題に対応した達成目標

達成目標/課題との対応関係

原子爆弾の放射能に起因する健康被害に苦しむ被爆者の健康の保持及び増進並びに福祉を図るため。

達成目標１について

達成目標の設定理由

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第３２条に規定する葬祭料について、同法第４３条第１項の規定に基づき都道府県、広島市及び長崎市が行う葬祭料及び同
支給事業に要する経費を交付する。
都道府県、広島市及び長崎市が行う原子爆弾被爆者葬祭料支給事業に要する経費を交付することにより、被爆者の精神的不安を和らげるとともに、その福祉の向上を
図る。

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等

広島・長崎県市及び広島市、長崎市周辺の市町村のうち、被爆者老人の割合が広島市、長崎市と同等以上である市町村に対し、後期高齢者医療費（一般疾病）の自治
体負担分の増加の軽減を図る。また、広島・長崎県市及び広島市、長崎市周辺で両市より被爆者割合の高い市町村において、被爆者特有の健康上の不安を払拭する
ため、原爆被爆者のための放射線関連疾病予防事業、こころの健康づくり事業、生きがいづくり事業、健康増進等に関する調査研究事業等に対し補助する。
これにより、多数の被爆者老人を抱えているために相当の財政負担増となる地方公共団体の負担が緩和される。また、被爆者に対し、きめ細やかな保健、医療、福祉に
わたる総合的な対策を実施することにより、被爆者特有の健康上の不安を払拭するとともに、被爆者に多い疾病の予防及び健康の保持及び増進に寄与する。

前年度実績
×過去3年
の平均増減

率

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠目標値

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第３１条に規定する介護手当について、同法第４３条第２項の規定に基づき都道府県、広島市及び長崎市が行う同手当及び
同手当の支給事業に要する経費の一部を負担することにより、被爆者の福祉の向上を図る。

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第２４条～２８条に規定する医療特別手当、特別手当、原子爆弾小頭症手当、健康管理手当、保健手当について、同法第４
３条第１項の規定に基づき都道府県、広島市及び長崎市が行う同手当及び同手当の支給事業に要する経費を交付することにより、被爆者の健康の保持及び増進を図
る。

原子爆弾被害者に対する援護に関する法律第１０条、第１７条、第１８条に基づき、被爆者に対し医療費を支給する。
認定疾病医療費：原子爆弾の傷害作用に起因する疾病について、医療費を全額国費で給付する
一般疾病医療費：認定疾病以外について、医療保険等の自己負担分を国費で支給する。
原子爆弾の放射能に起因する健康被害に苦しむ被爆者に対し、必要な医療の給付を行うことにより、その症状の改善及び治癒等を図る。

（厚生労働省１（Ⅰ－５－４））



(8)
在外被爆者渡日支援事業等委託費
（平成14年度）

9.0億円
(8.9億円）

9億円 9億円 - 200

(9)
土地借料
（平成14年度）

0.3億円
(0.3億円)

0.3億円 0.3億円 - 206

(10)
原爆死没者追悼平和祈念館運営委託
費
（平成14年度）

5.9億円
(5.9億円)

6億円 6.1億円 - 207

(11)
国際交流調査研究事業
（平成８年度）

0.04億円
（0.04億

円）
0.04億円 0.04億円 - 197

(12)
放射線影響研究所補助金
（昭和50年度）

18.8億円
（18.8億

円）
18.6億円 18.5億円 - 208

(13)

原爆症調査研究委託費（原爆被爆者
の生物試料の保管及び活用に関する
研究）
（昭和44年度）

0.02億円
(0.02億円)

0.02億円 0.02億円 - 195

(14)

原爆症調査研究委託費（原爆被爆者
の臨床情報の保管及び活用に関する
研究）
（昭和49年度）

0.1億円
(0.1億円)

0.1億円 0.1億円 - 196

(15)
被爆二世健康診断調査委託費
（昭和54年度）

2.2億円
(2.2億円)

2.2億円 2.2億円 - 198

(16)
被爆体験者精神影響等調査研究委託
費
（平成14年度）

8.0億円
(8.0億円)

7.9億円 8.1億円 - 199

(17)
広島原爆体験者に対する相談支援事
業
（平成25年度）

0.6億円
(0.46億円)

0.6億円 0.6億円 - 212

(18)
毒ガス障害者対策費
（昭和49年度）

0.01億円
（0.01億

円）
0.01億円 0.01億円 - 210

(19)
特定疾患調査委託費
（昭和49年度）

5.6億円
(5.3億円)

5.4億円 5.4億円 - 211

(20)
原爆被爆者対策費
（昭和61年度）

0.3億円
(0.3億円)

0.3億円 0.4億円 - 209

-

125,192,308

111,479,248

補正予算(b)

­

施策の予算額・執行額

関連税制

86.6%

125,325,471

128,784,304

令和元年度

繰越し等(c)

合計(d=a+b+c)

-46

128,784,258

125,192,308

0

­

執行額(千円、e)

予算の状
況

（千円）

当初予算(a)

関係部分（概要・記載箇所）

125,325,471

政策評価実施予定時
期(評価予定表）

令和元年度

執行率(％、e/d）

施策に関係する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

­

施政方針演説等の名称 年月日

平成30年度

­

0

区分 令和２年度要求額

今後の科学技術の発展によって、原爆放射線が原爆被爆者に及ぼした影響について更なる解明が期待されることから、原爆被爆者の生物試料を収集し、長期間保管す
るための体制の在り方について研究を行う。更に、生物試料の分析結果については遺伝子に関する情報も含まれる可能性もあることから、その活用に際して倫理的な問
題等に関する研究を行う。

被爆二世の中には、健康面での不安を訴え、健康診断を希望する者が多い現状に鑑み、希望者に対し健康診断を実施することにより、被爆二世の健康不安を解消し、
その健康の保持及び増進を図る。

被爆体験による精神的要因に基づく健康影響に関連する特定の精神疾患を有する方を対象に、精神疾患（合併症含む）の治療等に係る医療費の支給を行うことにより、
その症状の改善及び治癒等を図る。

在外被爆者に対して、居住する国の医療機関で適切な医療を受けることができるよう、保健医療費等の助成事業等を行う。
在外被爆者に対して、渡日支援や現地での健康診断・健康相談・医療費等の助成・支援等を行うことにより、被爆者の健康の保持及び増進を図る。

国立広島原爆死没者追悼平和祈念館及び国立長崎原爆死没者追悼平和祈念館を、広島市の所有する平和記念公園及び長崎市の所有する平和公園内にそれぞれ設
置しているため、都市公園法、広島市公園条例及び長崎市都市公園条例に基づき、広島市及び長崎市に対し土地借料（使用料）を支払う。
国として原爆死没者の尊い犠牲を銘記して哀悼の意を表すとともに、永遠の平和を祈念し、併せて原爆の惨禍に関する全世界の人々の理解を深め、その体験を後代に
継承する。

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第４１条の規定に基づき、国が設置した国立広島原爆死没者追悼平和祈念館及び国立長崎原爆死没者追悼平和祈念館の
管理運営に資する。
委託先は、被爆地である広島、長崎に設置した国立原爆死没者追悼平和祈念館の管理運営を行うとともに、被爆者が記した手記や体験記、その他の被曝関連資料や
被曝医療及び平和に関する情報等の存在を調査・収集・整理し、祈念館において、これらを入館者等へ広く情報発信する事業等を行う。
国として原爆死没者の尊い犠牲を銘記して哀悼の意を表すとともに、永遠の平和を祈念し、併せて原爆の惨禍に関する全世界の人々の理解を深め、その体験を後代に
継承する。

原爆被爆者対策の行政事務に必要な経費を支出する。
原爆被爆者対策の各種行政事務を行うことにより、被爆者の健康の保持及び増進を図る。

広島原爆による黒い雨を体験したと訴える方々に対し、広島市等で、保健師等による個別面談を通じた継続的な保健指導と健康教育等を実施する。また、健康不安を訴
える方に対して専門医によるケアを実施することにより、その症状の改善を図る。

旧陸軍造兵廠忠海製造所、旧陸軍造兵廠曾根製造所又は旧相模海軍工廠に従業員として従事していた者、旧陸軍広島兵器補給廠忠海分廠に従業員として従事してい
た者等であって、毒ガスの影響により今なお健康上特別の状態にある者が行う健康管理手当等の申請について、支給の認定に係る事項を審査することにより、認定され
た毒ガス障害者の健康の保持及び増進を図る。

第二次大戦中、広島県大久野島にあった旧陸軍造兵廠忠海製造所、福岡県北九州市にあった同曾根製造所及び神奈川県寒川町にあった旧相模海軍工廠に従事して
いた方の中に、当時製造していた毒ガスによる健康被害が多く見られることから、これらの方に対し、健康診断及び相談指導の実施、医療費（医療保険自己負担分）の
支給、各種手当の支給等を行うことにより、毒ガス障害者の健康の保持及び増進を図る。

外国における放射線被曝医療等に関する指導、技術支援、医療情報の提供等の援助協力を行うため、日本の専門家の派遣及び外国からの研修医師等の受け入れ等
を実施する。
世界唯一の被爆国として我が国のこれまでの調査研究によって得られた経験と知識を広く世界に還元するとともに、放射線被曝医療等に関する専門医の育成等に寄与
する。

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第４０条第２項及び日米交換公文に基づき、平和目的の下に、放射線の人体に及ぼす医学的影響及びこれによる疾病を調
査研究するため、公益財団法人放射線影響研究所に対し補助する。
放射線の人に及ぼす医学的影響及びこれによる疾病を調査研究し、被爆者の健康保持及び福祉の向上に貢献するとともに、人類の保健福祉の向上に寄与する。

今後の科学技術の発展によって、保管された生物試料を活用して放射線による健康影響の研究を行う際には、原爆被爆者の疾病の罹患状況や治療内容等に関する臨
床情報は不可欠である。そのため、原爆被爆者の臨床情報を長期間保管するための体制の在り方等に関する研究を行う。


